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従業員数 回答数 ％ 従業員数 回答数 ％
１－１００人 ２ ４．９ ５０１－７００人 １ ２．４
１０１－２００人 １７ ４１．４ ７０１－１０００人 １ ２．４
２０１－３００人 ５ １２．２ １００１人超 １３ ３１．７
３０１－４００人 １ ２．４ 未記入 ２ －







































































年 次 回答数 年 次 回答数
１９９５年 ２ ２００７年 ８
１９９９年 １ ２００８年 ３
２００３年 ３ ２００９年 １
２００４年 ３ 未記入 １３





年 次 回答数 年 次 回答数
１９９５年 １ ２００７年 ５
１９９７年 １ ２００８年 １
２０００年 １ ２００９年 ２
２００３年 ３ 未記入 １９

















選択肢 回答数 部署名 回答数










２．新しい推進チーム等を設置して行った ２ プロジェクト L １
女性キャリア開発室 １
未記入 １１ －
合 計 ４３ －
注：選択肢１と２の両者を選択した企業が１社あり、合計の数は「４４」になる。






































１５．HPや広告等での自社取組みの PR ６ １４．０
１６．部署や部門ごとのWLB目標の設定 ２ ４．６


































１５２ 松 田 陽 一・國 米 充 之・王 静
－６２－
表８ 目的に対する意識度（N＝４３）
項 目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．研究開発力や製品・サービス開発力の向上を意識した ２．７１ ７ ６ １４ ６ ２ ８
２．自社製品・サービスのマーケット・シェアの向上を意識した ２．３４ １１ ５ １５ ４ ０ ８
３．売上高や利益等の業績数字の向上を意識した ２．７１ ９ ４ １２ ８ ２ ８
４．国際化への対応を意識した １．９１ １８ ３ １３ １ ０ ８
５．他社の導入動向に合わせることを意識した ３．０６ ５ ４ １２ １２ ２ ８
６．非正規従業員の採用実績の向上を意識した ２．４３ ８ ５ ２１ １ ０ ８
７．職場内のコミュニケーションの向上を意識した ３．４２ １ ２ １７ １３ ３ ７
８．職場内の組織活性度の向上を意識した ３．５３ １ ２ １３ １７ ３ ７
９．従業員の新卒採用実績の向上を意識した ３．２６ ３ ４ １３ １１ ４ ８
１０．従業員の中途採用実績の向上を意識した ２．９１ ５ ５ １５ ８ ２ ８
１１．従業員の定着率の向上を意識した ３．７６ ２ １ ８ １９ ７ ６
１２．従業員のモチベーションの向上を意識した ３．９７ １ ０ ９ １６ １１ ６
１３．従業員の企業へのコミットメントや帰属心の向上を意識した ３．７０ １ １ １２ １７ ６ ６
１４．従業員の仕事満足度の向上を意識した ３．８１ ２ ０ １０ １６ ９ ６
１５．従業員のメンタルヘルスの良好度の向上を意識した ３．６４ １ ２ １２ １５ ６ ７
１６．従業員のストレスの軽減度の向上を意識した ３．５７ １ ３ １４ １２ ７ ６
１７．従業員の仕事効率性の向上を意識した ３．５３ ２ ２ １４ １１ ７ ７
１８．従業員の病気・怪我人の割合の減少を意識した ３．１７ ２ ６ １６ ８ ４ ７
１９．外部からのコンプライアンス・信頼性評価の向上を意識した ３．４９ ２ １ １６ １３ ５ ６
２０．企業価値（資産、株価等）の向上を意識した ２．６１ ６ ６ ２０ ４ ０ ７
２１．顧客や取引先からの企業イメージの向上を意識した ２．８１ ６ ５ １６ ８ １ ７
２２．働きやすい職場としての企業イメージの向上を意識した ３．８１ １ ２ ７ １９ ７ ７
２３．ダイバーシティへの対応やその実現を意識した ３．４０ １ １ １９ １１ ３ ８
２４．職場における意見や考えの言いやすさの向上を意識した ３．１１ ２ ３ ２３ ７ ２ ６
２５．職場における責任と権限の明確さの向上を意識した ２．８０ ４ ６ １８ ７ ０ ８
２６．人件費の弾力的な運用を意識した ２．９４ ３ ７ １７ ５ ３ ８
２７．出産や育児に関する休暇等の取得率の向上を意識した ３．５０ １ ３ １５ １１ ６ ７
２８．有休休暇の取得率の向上を意識した ３．４６ ２ ２ １５ １０ ６ ８
２９．介護に関する休暇等の取得率の向上を意識した ３．１１ １ ６ ２０ ６ ３ ７
３０．国や公共団体が定める法律・条例等への対応を意識した ３．８１ １ １ ９ １８ ７ ７
３１．ポジティブアクションへの対応やその実現を意識した ３．３１ ２ ３ １５ １２ ３ ８
３２．企業の社会的責任の向上を意識した ３．５７ ２ １ １１ ２０ ３ ６
３３．障害者（ハートフル）雇用への対応を意識した ２．９１ ２ ５ ２２ ４ １ ９












１ ２ ３ １１ １２ １３ １４
１．短時間勤務制度 ６ ４ ５ ７ １ １５ ０ ５
２．在宅勤務制度 １ １ ３５ ０ ０ ０ ０ ６
３．フレックスタイムによる勤務制度 １ ３ ２２ ２ １ ８ ０ ６
４．所定外労働を制限する制度 ４ ４ ９ ４ ０ １２ ０ １０
５．社内での保育所や託児所の設置 ０ １ ３６ ０ ０ ０ ０ ６
６．社外での委託保育所や委託託児所の設置 ０ ２ ３５ ０ ０ ０ ０ ６
７．子育て費用の援助や貸付制度 ２ ２ ２６ １ １ ６ ０ ５
８．妊娠・出産・育児に関する休業・休暇制度 ８ ０ １ １２ ２ １４ ０ ６
９．子供の病気・怪我時の看護休暇制度 ７ ０ ９ ６ ２ １３ ０ ６
１０．家庭事情に応じた転勤への配慮 １ ３ １８ ２ １ １２ ０ ６
１１．妊娠・出産・育児による退職社員への再雇用制度 ６ ３ １７ ３ ０ ７ ０ ７
１２．裁量労働制 ０ ２ ２６ １ ０ ６ ０ ８
１３．社内公募・FA（フリー・エージェント）度制 ４ ２ ２６ １ ０ ３ ０ ７
１４．職場復帰への回復プログラム １ ２ ２０ ２ １ ７ ０ １０
１５．職務内容や勤務地等に関する自己申告制度 ２ ０ １５ ２ ０ １６ ０ ８
１６．介護休業あるいは休暇制度 ５ ０ ２ ５ １ ２３ ０ ７
１７．介護等に対する援助や貸付制度 ２ １ ２５ ２ ０ ６ ０ ７
１８．介護等による退職社員への再雇用制度 ３ ２ ２６ １ ０ ４ ０ ７
１９．キャリア開発に関するセミナー・研修の開催 ４ ２ １５ １ ３ ９ ０ ９
２０．リフレッシュ休暇制度 ２ ０ １９ ３ １ １１ ０ ７
２１．自己啓発（資格取得や通信教育）支援制度 ４ ２ １１ ３ ０ １６ ０ ７
２２．始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ ０ ２ １７ ３ ２ １２ ０ ７
２３．社会貢献やボランティア休暇制度 ２ ２ ２４ ３ ０ ５ ０ ７
２４．メンター制度 ０ ２ ２４ ２ １ ４ ０ ９
２５．子弟進学や通学支援への貸付金制度 ０ １ ２４ ２ ０ ８ ０ ８
２６．育児休業期間中の所得補償（雇用保険に上乗せ） １ １ ３１ ２ ０ １ ０ ７
２７．役割給や成果給の導入 ３ ６ １６ １ １ ９ ０ ７
２８．メンタルヘルス相談窓口の設置 ９ ５ ９ ４ ０ ９ ０ ７
２９．家族が参加できる行事の開催（例：運動会、クリスマス） ４ ２ １６ ３ ０ ９ ２ ７
３０．その他（具体的に ） ０ ０ ４ ０ ０ ０ ０ ３９
注：「３０．その他」の具体的な記入については、B・C欄ともない。




































































項 目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．研究開発力や製品・サービス開発力 ３．１２ ０ ０ ２９ ４ ０ １０
２．自社製品・サービスのマーケット・シェア ３．０３ ０ ０ ３２ １ ０ １０
３．売上高や利益等の業績数字 ３．０３ ０ ０ ３２ １ ０ １０
４．国際化への対応度 ３．００ １ ０ ３１ ２ ０ ９
５．他社の導入動向に合わせること ３．３２ ０ ０ ２３ １１ ０ ９










６．非正規従業員の採用実績 ３．０９ ０ ０ ３０ ３ ０ ９
７．職場内のコミュニケーション ３．４３ ０ ０ ２１ １３ １ ８
８．職場内の組織活性度 ３．４０ ０ ０ ２２ １２ １ ８
９．従業員の新卒採用実績 ３．３５ ０ ０ ２３ １０ １ ９
１０．従業員の中途採用実績 ３．１５ ０ ０ ２９ ５ ０ ９
１１．従業員の定着率 ３．４７ ０ ０ ２０ １２ ２ ９
１２．従業員のモチベーション ３．４９ ０ １ １９ １２ ３ ８
１３．従業員の企業への帰属心 ３．４１ ０ ０ ２０ １４ ０ ９
１４．従業員の仕事満足度 ３．４３ ０ ０ ２１ １３ １ ８
１５．従業員のメンタルヘルスの良好度 ３．２９ ０ ０ ２５ １０ ０ ８
１６．従業員のストレスの軽減度 ３．２６ ０ ０ ２７ ７ １ ８
１７．従業員の仕事効率性 ３．５８ １ ０ １６ １５ ４ ７
１８．従業員の病気・怪我人の割合の減少度 ３．１４ ２ ２ ２２ ７ ２ ８
１９．外部からのコンプライアンス・信頼性評価 ３．４９ １ ０ １８ １３ ３ ８
２０．企業価値（資産、株価等） ２．９７ ２ １ ２８ ４ ０ ８
２１．顧客や取引先からの企業イメージ ３．１４ ３ ０ ２２ ９ １ ８
２２．働きやすい職場としての企業イメージ ３．８３ ０ ０ ９ ２３ ３ ８
２３．ダイバーシティへの対応やその実現度 ３．２４ ２ ０ ２２ ８ ２ ９
２４．職場における意見や考えの言いやすさ ３．３９ １ ０ ２１ １２ ２ ７
２５．職場における責任と権限の明確さ ３．１４ ２ １ ２４ ６ ２ ８
２６．人件費の弾力的な運用 ３．２１ １ １ ２３ ８ １ ９
２７．出産や育児に関する休暇等の取得率 ３．７５ １ ０ １１ １９ ５ ７
２８．有休休暇の取得率 ３．６３ １ ０ １２ ２０ ２ ８
２９．介護に関する休暇等の取得率 ３．２３ １ １ ２２ １１ ０ ８
３０．ポジティブアクションへの対応 ３．４１ １ ２ １５ １４ ２ ９
３１．企業の社会的責任 ３．４７ １ １ １７ １４ ３ ７





項 目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．従業員が仕事の効率化やスピード化を進めるようになった ３．４３ ２ １ １６ １２ ４ ８
２．従業員がお互いに仕事に関する会話等をよくするようになった ３．１１ ２ ２ ２２ ８ １ ８
３．従業員が将来の自己キャリアについて考えるようになった ３．００ ４ ０ ２４ ６ １ ８
４．従業員が仕事への改善や修正提案等をするようになった ３．１７ ３ １ １９ １１ １ ８
５．従業員が自社を誇りに思うようになった ３．０３ ４ ０ ２２ ９ ０ ８
６．従業員が自己の仕事の責任を自覚するようになった ３．１７ ３ １ １８ １３ ０ ８
７．従業員が自社の経営方針等に対する関心を持つようになった ３．０９ ３ ２ １９ １１ ０ ８
８．従業員が有給休暇等を利用するようになった ３．５１ ２ ０ １３ １８ ２ ８
９．従業員が自社への一体感をもつようになった ３．１１ ３ １ ２２ ９ １ ７
１０．従業員が自社のコンプライアンスを理解するようになった ３．１７ ２ ３ ２０ ９ ２ ７
１１．従業員が社会貢献活動に参加するようになった ２．９７ ３ １ ２５ ６ ０ ８
１２．従業員が出産や育児に関する休暇制度等を利用するようになった ３．６３ ２ ０ １１ １８ ４ ８
１３．従業員が同僚の出産や育児に理解を示すようになった ３．６１ ２ ０ １０ ２２ ２ ７
１４．従業員が仕事の自己裁量の広がりを意識するようになった ３．１８ ３ １ ２０ ７ ３ ９
１５．従業員が介護に関する休暇制度等を利用するようになった ２．８０ ７ １ ２０ ６ １ ８
１６．従業員が同僚の介護に理解を示すようになった ３．０３ ３ ２ ２３ ７ １ ７
１７．従業員が同僚の勤務時間に理解を示すようになった ３．４３ ２ １ １４ １６ ２ ８
１８．従業員が職場ストレスを訴えることが減った ２．８９ ３ １ ２８ ３ ０ ８
１９．従業員が自己啓発に積極的になるようになった ３．１４ ２ ０ ２５ ７ １ ８
２０．従業員が職場のメンタルヘルスに機敏になった ３．３１ １ ０ ２１ １３ ０ ８
２１．従業員が仕事や勤務時間に関して自己都合を反映するようになった ３．４３ ０ １ ２０ １２ ２ ８
２２．従業員が家庭生活に対する配慮をするようになった ３．３７ ０ １ ２１ １２ １ ８












１５８ 松 田 陽 一・國 米 充 之・王 静
－６８－
表１２ 育児休業制度の導入年（N＝４３）
導入年 回答数 導入年 回答数 導入年 回答数
１９８０年 １ １９９６年 ４ ２００２年 ３
１９８５年 １ １９９７年 １ ２００４年 ２
１９９０年 ２ １９９８年 １ ２００５年 ２
１９９２年 ８ １９９９年 ４ ２００６年 ４
１９９４年 １ ２０００年 ３ 未記入 ３





















年 齢 回答数 年 齢 回答数
１歳 ２９ ７歳 １
１．５歳 ６ 未記入 ２






表１４ 利用者数：男性（N＝４３） 表１５ 利用者数：女性（N＝４３）
利用者数 回答数 利用者数 回答数 利用者数 回答数 利用者数 回答数
０人 ２９ ０人 ７ １０人 １ ３９人 １
１人 ４ １人 ５ １１人 １ ４５人 １
３人 １ ３人 ４ １４人 １ ６３人 １
６人 ２ ４人 ２ １９人 １ ６７人 １
１０人 １ ５人 ２ ２４人 １ ８６人 １
未記入 ６ ６人 ４ ３４人 １ 未記入 ６
合 計 ４３ ７人 １ ３５人 １ 合 計 ４３
表１６ 育児短時間勤務制度の導入年（N＝４３）
導入年 回答数 導入年 回答数 導入年 回答数
１９９０年 １ ２０００年 ２ ２００６年 ４
１９９２年 ６ ２００１年 ２ ２００７年 １
１９９４年 １ ２００２年 １ ２００８年 １
１９９５年 １ ２００３年 ２ 未記入 ７
１９９６年 ５ ２００４年 ２ 合 計 ４３
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表１７ 対象となる子供の上限年齢（N＝４３）
年 齢 回答数 年 齢 回答数
１歳 ６ ７歳 ２
１．５歳 １ ９歳 ２
３歳 １４ 未記入 ６
６歳 ９ 合 計 ４０
注：上記の回答とは別に、「３歳到達日以降、最初に到来する３月末日」、「小学校２年生」、「小学校入学まで」と回答の
あった企業が１社ずつあった。これらを含めると合計は４３になる。
表１８ 利用者数：男性（N＝４３） 表１９ 利用者数：女性（N＝４３）
利用者数 回答数 利用者数 回答数 利用者数 回答数 利用者数 回答数
０人 ３０ ０人 １５ ５人 １ ５５人 １
１人 １ １人 ４ ７人 １ ７０人 １
未記入 １２ ２人 ４ １０人 １ 未記入 １１
合 計 ４３ ３人 １ ２６人 １ 合 計 ４３




















導入年 回答数 導入年 回答数 導入年 回答数
１９９２年 ３ １９９９年 １０ ２００５年 １
１９９３年 ２ ２０００年 ４ ２００６年 ４
１９９４年 ２ ２００１年 ３ ２００７年 １
１９９６年 １ ２００２年 ３ 未記入 ４
１９９７年 １ ２００３年 １ 合 計 ４３
１９９８年 １ ２００４年 ２ －
表２１ 取得可能な休業の上限日数（N＝４３）
日 数 回答数 日 数 回答数
３０日 １ １８２日 １
４０日 １ １８６日 ２
６０日 １ ３６５日 ５
９０日 ５ 未記入 ３
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表２３ 利用者数：男性（N＝４３） 表２４ 利用者数：女性（N＝４３）
利用者数 回答数 利用者数 回答数
０人 ２７ ０人 ２６
１人 ４ １人 ５
２人 ２ ２人 １
３人 １ ７人 ２
未記入 ９ 未記入 ９








阻害要因項目 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．施策や活動に対する自社内の保守的な態度や職場の雰囲気 ３．２２ ２ ７ １０ １５ ２ ７
２．施策や活動を推進するリーダーの交代や不在 ２．８３ ５ ７ １３ ９ １ ８
３．管理職層のWLBについての意識が低いこと ３．３１ ２ ４ １４ １３ ３ ７
４．売上高や利益等などの業績数字の悪化 ２．８６ ６ ５ １４ ８ ２ ８
５．施策や活動を推進する部署の縮小や解散 ２．４３ １１ ３ １６ ５ ０ ８
６．施策や活動内容の社内普及や広報の不足 ３．００ ５ ５ １１ １５ ０ ７
７．施策や活動を定着・フォローする施策の未構築 ３．２８ ３ ３ １５ １１ ４ ７
８．短期的な成果を追及すること ２．７７ ６ ５ １６ ７ １ ８
９．施策や活動を推進するプログラムが不充分なこと ３．００ ５ ５ １３ ９ ３ ８
１０．従業員が施策や活動の内容を理解するのに難しい点が多いこと ３．１４ ３ ５ １５ １０ ３ ７
１１．施策や活動に新しさや面白さがないこと ２．９１ ３ ５ ２０ ６ １ ８
１２．休業期間中の従業員の賃金補償 ３．００ ４ ７ １１ １１ ２ ８
１３．企業の合併・吸収が行われたこと ２．０３ １５ ３ １６ ０ ０ ９
１４．主要な事業領域（製品・サービス）の変換 ２．０３ １４ ４ １５ ０ ０ １０
１５．一般従業員層のWLBについての意識が低いこと ３．０８ １ ７ １６ １２ ０ ７
１６．施策や活動を行う前に自社の実態把握を充分に行っていないこと ２．８３ ３ ６ ２１ ４ １ ８
１７．男性従業員のWLBについての意識が低いこと ３．２９ １ ５ １５ １１ ３ ８
１８．本人やその家庭の事情に会社が介入できないこと ２．９４ ２ ６ ２０ ６ １ ８
１９．制度を利用して休業している従業員のフォローアップ体制の不備 ２．９７ ５ ４ １７ ７ ３ ７
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